
第４6回行政経営改革審議会後における質問について

取組
NO.

ページ数 取組名 担当課 質問 回答

1 1 1
町内会加入の
促進

市民協働国際
課

町内会ごとの個別のアプローチは何か行っ
ているか。

個別のアプローチはしておりませ
ん。なお、加入促進について、各町
内会から相談等があれば、他の町内
会の事例紹介や加入促進マニュアル
を活用して対応しています。

2 1 1
町内会加入の
促進

市民協働国際
課

Actionにある町内会ホームページの新規作
成とあるが、すでに作成している町内会は
あるか。

現在、市で把握しているところで桜
町連区、八幡町内会でホームページ
を作成しています。（市のホーム
ページでも紹介しています。）

3 1 1
町内会加入の
促進

市民協働国際
課

町内会に加入しない理由は何だと考えてい
るか。

市のアンケート調査によれば、町内
会加入を断られる理由としては「加
入すると役員がまわってくる」「町
内会加入のメリットが見えない」
「近所との付き合いが煩わしい」の
順に高くなっています。

4 1 1
町内会加入の
促進

市民協働国際
課

アドバイザー派遣事業では、町内会に加入
しない理由など議論がされているか。

アドバイザー派遣事業は、町内会活
動に対する課題解決に取り組む意欲
のある町内会に専門的知識を有する
アドバイザーを派遣し、ワーク
ショップ形式による検討の中で提言
等の支援を行う中で、運営の見直し
や改善を図るものです。そのため、
これまでの事業では、「運営の負担
軽減について」「若者が参加する町
内会活動」をテーマとしており、町
内会に加入していない理由について
議論はしていません。

5 1 1
町内会加入の
促進

市民協働国際
課

町内会に加入していないと子ども会への加
入もできないか。

私が子ども会役員であった時にも町内会未
加入のため子ども会に参会できない子ども
が数名いた。役員として町内会加入のお願
いに行ったが、町内会費が困難や母子家庭
のため活動が困難と言われたことを記憶し
ている。子ども会の対象となる世帯には子
ども会に参加できるよう支援の策があって
も良いのではと考える。

御質問については、各町内で決めて
いる内容になりますが、中には町内
会に加入していなくても子ども会に
加入できる町内もあります。
なお、子ども会活動の支援は生涯学
習課が担当しており、上記の場合、
子ども会の役員と相談のうえ対応し
ています。

6 1 1
町内会加入の
促進

市民協働国際
課

町内会加入率は目標指標として適正ではな
いとのことであるが、加入世帯数の目標値
を設定する際には、加入率を考える必要が
あるのではないか。（単に〇〇世帯を目標
とすると言っても、その値がどの程度なの
かを評価できないので）

昨今、住基人口は横ばい傾向にある中
で、住基世帯数が大幅に増加していま
す。その主な要因は、同居しながら世帯
分離するケースが増加していることによ
るものです。
町内会加入率は、町内会加入世帯数を住
基世帯数で除して算出しますが、世帯分
離したそれぞれの世帯が町内会に加入し
ないと、住基世帯数は増える一方で、町
内会加入世帯数はそのままとなり、町内
会加入率は減少します。
一般的に、世帯分離しても同居している
場合には、それぞれの世帯で町内会に加
入することはなく、こうした状況が続く
中で、町内会加入率を目標指数とするこ
とは、妥当性に欠け、事業の進捗評価も
適正でないといえます。
一方、町内会加入世帯数が減少すること
は、町内会活動者の減少に直結すること
から、新たに本市に転入した世帯が町内
会に加入してもらうことが重要であり、
加入世帯数を目標指数とすることは適正
であると考えます。

※参考…令和４年４月１日と令和５年４
月１日の比較で、人口37人増加に対し
て、世帯数は1,361世帯の増加（住民基
本台帳ベース）
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7 7 23
スポーツイベ
ント開催支援

スポーツ課

愛知県の人口ピラミッドを参考にすると
年々参加者を増やすのは難しくないか。
5年度の目標値は4年度の実績値を元に修正
してあり良いと思うが、6年度は1,000人多
くなっている。参加者を減らさず、維持し
ていけば良しとする考えはないか。

令和5年度で見込んだ目標値は、新
型コロナウイルス感染症を踏まえ、
低く設定しています。新型コロナウ
イルス感染症が収束していくと考
え、令和6年度目標値を設定してい
ます。
新型コロナウイルス流行前直近3か
年を見ても平均5,800人の参加者数
があり、参加者数も増加傾向に見ら
れるため、目標値は妥当と考えま
す。
H29:5,756人　H30：5,796人
R1：5,931人

8 9 27
行政手続のオ
ンライン化の
推進

情報政策課

手続きのオンライン化について、使い勝手
に対する利用者の意見はどうか。そうした
点も含めた評価ができると、より良いシス
テム作りが進められると考える。

使い勝手に関する利用者からの問い
合わせをいただいたことはありませ
ん。なお、本市が提供している電子
申請システムは、県内市町村での共
同利用や国が提供しているサービス
であるため、市独自のカスタマイズ
はできませんが、定期的に利用者の
利便性向上等の見直しがされていま
す。

9 10 29
リモート接続
環境整備

情報政策課

Web会議の実施により、全体の会議数は増加
したか、減少したか（直感で）。
会議がしやすくなったことで会議数が増
え、業務増につながっていないかが危惧さ
れるところである。

会議数自体の増減はしておらず、
Web会議や書面開催による開催方式
が増加していると認識しておりま
す。

10 11 31

多様な広報媒
体を活用した
市政情報の発
信

秘書課

町内会に入っていれば各家庭に配布される
と思うが、発行部数と町内会加入世帯数の
差である約5,000部については、公共施設、
郵便局、金融機関、コンビニへ配布してい
るということか。
町内会未加入世帯の方もこのような場所か
ら持ち帰ることができ、市の情報を入手で
きるなら良いと思うが、公共施設等への配
布部数は適正なのか気になった。

公共施設、金融機関、郵便局、コン
ビニへそれぞれ配布しています。
生涯学習センターなどからは、随
時、広報配布部数の増減の連絡が
入っており、持ち帰る方が多い施設
には十分な部数を設置することがで
きていると考えます。

11 12 33
シティセール
の推進

元気なとよか
わ発信課

ホームページアクセス件数の目標値設定は
どのような計算、考え方か。

過去の年度間ホームページアクセス
件数の伸び率平均から目標値を設定
しています。

12 12 33
シティセール
の推進

元気なとよか
わ発信課

豊川市への移住は増えているのか（豊橋市
からの移住が増えているとも聞いている
が）。

増えています。詳細な人数は以下の
とおりです。
【豊川市の人口動向統計（社会増
減:転入ー転出）】
R2：559人増
R3：404人増
R4：448人増

13 15 39
使用料・手数
料の見直し

財政課

本来見直しが2年度だったのが、諸事情で見
送り、更に3～4年度の見直しも見送りで時
期について検討しただけですが、5年度も見
送りになりそうか。
総合評価は、Bではなく、Cもありうると考
える。

令和５年度の見直し（令和６年度の
使用料等の改定）についても、新型
コロナウイルス感染症の影響及び物
価高騰に伴い、各施設の経費と収入
の積算等が困難であるため見送るこ
ととしましたが、使用料等の改定方
法を検討するため県内各市にアン
ケート調査を行い、令和６年度の見
直し（令和７年度の使用料等の改
定）を実施したいと考えています。
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14 19 47
運営費補助の
削減、補助金
の抑制

財政課

新規補助金である「奨学金返還支援事業費
補助」は、地域産業への人材確保だけでな
く、若い世代の就職者にとても良い事業だ
と感じる。
令和5年度から実施しているとのことです
が、現在で何件くらい利用されているか。

「奨学金返還支援事業費補助」は、
令和５年度より運用を開始してお
り、当該年の１月から１２月（令和
５年度については、４月から１２
月）までに返還した奨学金が対象と
なり、申請時期が１月であるため、
現在は利用実績がありませんが、事
業に賛同し登録している中小事業者
は２８社となっています。（令和５
年８月１４日現在）

15 27 77
内部統制研修
等の実施

行政課

目標値について、研修内容が理解できない
人がいても可ということか。理解できな
かった人に再研修をし、100％にはしない
か。

時間の限られた研修以外に、職員向
けに内部統制通信を配信するなど、
制度を分かりやすく伝え、職員の理
解の向上を図っていきます。

16 28 79
人材育成基本
方針に係る取
組みの推進

人事課 豊川市職員としてありたい3Cとは何か。

① Customer Satisfaction
お客様（＝市民）目線で、お客様満
足度の最大化を図る職員
② Career Up
自分自身や 部下のキャリアアップ
に 関心を持ち、自学する職員
③ City Sales Person
豊川市 の魅力をアップし、戦略的
に発信することのできる職員

17 29 81
障害者活躍推
進計画に係る
取組みの推進

人事課
実施内容の補足資料欄「障害者雇用率の推
移」で、職員数の除外率0.2とは何のこと
か。

機械的に一律の雇用率を適用するこ
とになじまない性質の職務もあるこ
とから、障害者の就業が一般的に困
難であると認められる業種につい
て、雇用する労働者数を計算する際
に、除外率に相当する労働者数を控
除する制度（障害者の雇用義務を軽
減）がある中で、除外率は、それぞ
れの業種における障害者の就業が一
般的に困難であると認められる職務
の割合（基準割合）に応じて決めら
れている。
本市の場合、基準割合（職員全体に
対する除外職員の割合）に応じた除
外率は25％（0.25）であるが、前回
報告時の除外率20％（0.2）と比べ
て差が10以上とならない場合は、前
回報告時の除外率（0.2）を用いて
います。

18 31 85
時間外勤務時
間数の縮減

人事課

ノー残業デーの取組みをしているようです
が、自宅への持ち帰りや退勤の記録後に自
主的に残っているケースはないか。また、
残業が多い方には、代替休暇を取らせる等
の措置はあるのか。
Action欄にあるように、業務の洗い出し等
を積極的に行ってほしい。

自宅への持ち帰りは原則禁止されて
いることや、ノー残業デーに時間外
勤務をする場合は、「時間外勤務計
画書」の提出を義務付けたり、登退
庁記録簿にて勤務時間を把握できた
りしているため、自宅への持ち帰り
や退勤の記録後に自主的に残ってい
るケースは確認できていないが、そ
ういった事案が発生した場合は、所
属長へ注意を促す等の対応を行いま
す。
また、残業が多い方に対する直接的
な代替休暇がないため、残業が多く
ならないように業務の見直しを引き
続き行っていく必要があります。
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19 31 85
時間外勤務時
間数の縮減

人事課

市制施行80周年記念式典に関わる課で残業
時間が増加したことは致し方ないと考える
が、それらを除いた他課における残業時間
の増減はどうだったか。

１人当たりの平均時間数について、
対前年度比で減少している部署が
30、増加している部署が24、増減な
しの部署が2だったが、恒常的に残
業時間の多い部署（人事課や財政課
など）が多々あるため、全体として
時間外勤務時間数の縮減には繋がり
ませんでした。

20 32 87
年次休暇取得
の増加

人事課
補足資料が例年発出している通知だけでそ
の他具体的に周知等取組みの記載がないの
で、あるならば示してほしい。

各課において、休暇計画表を作成
し、活用していますが、引き続き、
取得しやすい環境づくりに努めてい
きます。


